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野村證券株式会社 金融公共公益法人部 〒100-8130 東京都千代田区大手町2-2-2 アーバンネット大手町ビル 

本資料に含まれる情報がもたらす一切の影響、本資料の内容に関する正確性、妥当性、法務上のコンプライアンス等につきましては、野村證券はその責を一切負いません。
本資料中の記載内容における各種法令・規則等は随時改定されますので、あくまでも参考資料としてお取り扱いください。また、記載内容における法令・規則及び表現等
の欠落・誤謬などにつきましては、野村證券はその責を一切負いません。本資料は、貴社が経営判断を行うに際して参考となると考えられる情報の提供を目的としたもの
です。経営判断における最終意思決定は貴社自身で行われるものであり、野村證券はこれに対する意見または判断を表明するものではありません。本資料のご利用に際し
ては、弁護士、公認会計士等にあらかじめその内容をご確認ください。 

(寄稿) 

医療法改正 

 ～医療法人の分割制度～  

 

 

 

 

 

医療法の一部を改正する法律(以下「改正医療法」)が平成 27 年 9 月に第
189 回国会において可決成立しました。 

 
今回の改正医療法の項目の多くは、平成 25 年 8 月に公表された「社会保障

制度改革国民会議報告書」及び同26年6月に公表された「日本再興戦略改定
2014 年」において方向性が示され、その内容を受けて厚生労働省に設けられ
た、「医療法人の事業展開等に関する検討会」（以下「検討会」）で議論を行っ
てきた内容です。この検討会では、アベノミクス第三の矢として策定された「日
本再興戦略」における大枠の考え方を前提に、個別具体的な検討を重ね、法
案の骨子に落とし込むための議論が行われました。 

 
検討会では、「社会保障制度改革国民会議報告書」等において、いわゆる社

会保障費の抑制が国家的な課題であるとの認識をベースに、医療資源の効率
化の観点から医療機関の経営環境整備が議論され、地域医療連携推進法人
の認定制度、医療法人の分割制度等が改正医療法において明文化されまし
た。 

 
また、一定規模以上の医療法人については、その財務諸表について法定監

査が規定され、医療機関経営のさらなる透明化が求められました。改正医療法
は、医療機関経営の選択肢を増やす等、経営に直結する改正点を含んでいる
ため、影響度が高いと考えられます。 

 
なお、改正医療法の施行時期は「公布の日から起算して二年を超えない範

囲内において政令で定める日から施行する」とされており、法律の詳細及び施
行時期については政省令に委ねられています。 

 
本稿では、医療法人の組織再編における医療法改正の動向及び医療法人

の分割制度(前述の通り政省令は今後公表される予定です)を整理し、現行選
択できる組織再編手法について確認します。 
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